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「平成 30年７月豪雨」による被害について 

2018 年 7 月 5 日から 8 日にかけ、活発な梅雨前線が停滞した影響により、西日本を中心に記録的

な豪雨が発生、「平成 30 年 7 月豪雨」と命名された。11 府県で大雨特別警報が発表され、この豪雨

による河川氾濫、堤防の決壊による大規模浸水や土砂災害など、各地で甚大な被害が発生しており、

広域災害の様相を呈している。 

本稿では、これらの被害の状況および特徴についてまとめ、水害への備えについて記した。今後 7

月から 9 月にかけては台風シーズンとなるため、水害リスクの高い時期はまだ始まったばかりである。

改めて、水害への万全な備えを確認されたい。 

 

１. 豪雨の概況 

(１) 観測した降水量 

7 月 5 日から 8 日までの期間における最大 72 時間降水量を図１に示す。西日本から東海の広い範囲

で、400mm 以上の降水に見舞われ、110 を超える全国のアメダス観測所で、72 時間降水量の観測史

上１位が更新された1。数年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨情報である「記録的短時間

大雨情報」も、愛媛県、高知県、岐阜県で発表された。またこれらの豪雨が予想されたことから、数

十年に一度程度の降水量となる大雨が予想される場合に発表される「大雨特別警報」が 11 府県におい

て発表された。過去に発表された大雨特別警報の一覧を表１に示す。これまで、台風など一連の気象

災害においては、最大でも３道府県（地方）にしか発表されていなかったことを鑑みると、今回の豪

雨が如何に広範囲かつ凄まじいものであったかがわかる。 

 

■図１ 72時間降水量の分布 

 
出典：気象庁観測データを基に弊社作成 
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■表１ 大雨特別警報の発表 

発表年月日 気象現象・災害名 発表対象の都道府県 

2018 年 7 月 6～8日 平成 30 年 7月豪雨 

岐阜県、京都府、兵庫県、鳥取県、

岡山県、広島県、愛媛県、高知県、

福岡県、佐賀県、長崎県 

2017年 7月 5～6日 平成 29年 7 月九州北部豪雨 島根県、福岡県、大分県 

2016年 10月 3日 平成 28年台風第 18号 沖縄県（沖縄本島地方） 

2015年 9月 10～11 日 平成 27年 9 月関東・東北豪雨 宮城県、茨城県、栃木県 

2014年 9月 11日 大気の不安定 北海道（石狩、空知、後志地方） 

2014年 8月 9日 平成 26年台風第 11号 三重県 

2014年 7月 8～9日 平成 26年台風第８号 沖縄県（沖縄本島地方） 

2013年 9月 16日 平成 25年台風第 18号 福井県、滋賀県、京都府 

出典：気象庁発表資料より弊社作成 

 

(２) 豪雨の生成要因 

今回の豪雨は、図２に示すとおり、停滞した梅雨前線に、南からの温かく湿った空気が流入し、前

線の活動が活発化したことによるものである。また、防災科学技術研究所の調査によると、雨雲の後

方に新しい雨雲が次々と発生するバックビルディング現象が発生していた2。これは、典型的な梅雨後

期の豪雨の発生パターンであり、昨年 7 月に発生した「平成 29 年 7 月九州北部豪雨」も同じメカニ

ズムである。しかし、今回特徴的なのは、太平洋高気圧が東に後退したことで、停滞した梅雨前線に

台風 7 号が運んできた暖湿流が大量に入り込み、通常想定されるよりもはるかに広い範囲にわたって

豪雨被害が発生したことである。また京都大学防災研究所の中北教授によると、「台風７号が低気圧

になったことで、南からの暖かく湿った空気だけではなく、北からの乾いた冷たい空気が招かれ、梅

雨前線が形成（呼び戻された）、活発化した。低気圧と太平洋高気圧とオホーツク海高気圧との勢力

の狭間で停滞した可能性がある。」とのことであり、様々な要因が重なり、活発な梅雨前線が 3 日間

以上という長期間停滞した可能性がある。 

■図２ ７月６日の気象レーダーおよび天気図 

 
出典：気象庁資料3 

                         
2 防災科学技術研究所「2018年 7月 6日から 7日に西日本に災害をもたらした雨雲の特徴」[アクセス日 2018/7/9] 
3 気象庁「西日本と東日本における記録的な大雨について（平成 30年 7月 6日）」 
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２. 被害の状況 

(１) 人的・住家被害の状況 

消防庁による 7 月 9 日時点の被害状況を表 2 に示す。全体では、死者・行方不明者 108 名、負傷者

113 名、全半壊 59 棟、一部損壊 197 棟、床上・床下浸水 7,623 棟となっており、特に岡山県、広島県、

愛媛県、福岡県の４県の被害が大きい4。 

 

■表２ 被害の状況（7月 9日 13:30時点） 

 

出典：消防庁5 

                         
4 報道等によると、これを上回る被害が報告されており、今後の増加が想定される。 
5 消防庁「平成 30年台風第 7号及び前線等による被害状況及び消防機関等の対応状況（第 13報 H30.7.9更新）」 
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(２) ライフライン被害 

ライフライン被害も、西日本全域にわたって発生している。ＪＲ筑肥線では、土砂の影響で快速列

車が脱線、再開の見通しは立っていない（写真１）。 

 

■表３ ライフライン被害の状況（7月 8日時点） 

種類 機関 概要 

鉄道 
新幹線 一部区間での運休6 

在来線 17事業者 56路線で運転休止。橋脚が流出した箇所もあり 6。 

道路 
高速道路 27路線 29区間で通行止め（順次解除または復旧）6 

国道 14路線 40区間で通行止め 6 

バス 
高速バス 86事業者 494路線で運転休止 6 

路線バス 42事業者 222路線で運転休止 6 

空港 13便欠航 6 

水道 全国で最大 276,817戸で断水7 

下水道 岡山県、広島県、愛媛県、福岡県で一部被害あり 6 

電気 12府県で約 25,860戸が停電8 

ガス 都市ガス 166戸、旧簡易ガス 936戸供給支障 8 

通信 
広島県、岡山県、愛媛県で電話約 10,500回線、 

インターネット 7,700回線が不通9 

出典：各資料 6,7,8,9より弊社作成 

 

■写真１ ＪＲ筑肥線の脱線現場 

 

出典：弊社撮影 

                         
6 国土交通省「平成３０年台風第７号及び前線等による被害状況等について（第１０報）」 
7 厚生労働省「平成 30 年台風第７号及び前線等による被害状況及び対応について（第９報）」 
8 経済産業省「【経産省】7月 5日からの大雨に係る被害・対応状況について（7月 8日（日曜日）16時 00分時点）」

http://www.meti.go.jp/press/2018/07/20180708002/20180708002.html [アクセス日 2018/7/9] 
9 NTT西日本「大雨による通信サービスへの影響について（第１２報）」 
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(３) 企業への影響 

企業への影響を表４にまとめる。災害が広範囲にわたることから、運送業において遅延や荷受け停

止が発生している。また多くの製造業者で、数日にわたる稼働停止を余儀なくされている状況にある。 

 

■表４ 企業への影響（7月 9日時点） 

業種 被害概要 

金属加工業 
アルミニウム溶融炉が浸水により爆発。水蒸気爆発のおそ

れ（原因調査中）。 

電気メーカー 岡山市東区の工場が床上浸水。 

自動車メーカーA 
2工場を10日まで稼働中止することを決定。部品メーカーの

生産拠点に大きな被害がないことを確認済み。 

自動車メーカーB 4工場で9日日中の操業中止を決定。 

自動車部品メーカー 土砂の流入により従業員6名が巻き込まれ2名死亡。 

産業機械メーカー 浸水被害発生、9日から全面稼働再開予定。 

運送業C 一部地域で集配見合わせ。一部荷受け停止。 

運送業D 一部地域で集配見合わせ。一部荷受け停止。 

運送業E 西日本地域での集配遅延。 

運送業F 貨物輸送や国内航空便の一部に遅延。 

コンビニ・スーパー等 浸水や避難指示により営業停止 

飲食業 
浸水被害やインフラ被害に伴う食料の配送が滞った影響で

休業発生。 

出典：報道資料等より弊社作成 

 

 

３. 災害の特徴 

今回の災害は、西日本の幅広い地域に豪雨がもたらされたため、広範囲に災害が発生していること

が特徴的である。特に被害の大きな岡山県や愛媛県では、河川氾濫や堤防の決壊による大規模浸水が

発生、また広島県は 2014 年に続き、再び大規模な土砂災害被害に見舞われた。これらの地域は、い

ずれも過去から幾度となく災害に見舞われてきた地域であり、地域の豪雨に対する脆弱性の差が表れ

た形である。 

 

(１) 堤防決壊による大規模浸水 

岡山県倉敷市真備町では、付近を流れる小田川の堤防が 2 箇所決壊し、大規模な浸水が発生、9 日

現在も救助活動および排水活動が続けられている。報道等によると、住家が 2 階まで浸水した場所も

あり、5m 近い浸水が発生した可能性がある（写真２）。 

今回浸水した地区は、過去に幾度となく破堤や内水氾濫による浸水被害に見舞われている地域であ
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る。国土交通省中国地方整備局にて公表されている浸水想定区域図10によれば、計画規模および想定

最大規模の異なる降雨を想定した浸水想定が実施されており、今回浸水している地区は、計画規模の

降雨11では 3～10m、想定最大規模の降雨12では 10m 以上の浸水が想定されている地区である。図３

に、浸水想定区域図（計画規模）および今回堤防の決壊箇所13,14を×で、また写真２の撮影された向

きを示す。 

7 日 00 時 30 分に気象庁より発表された「小田川氾濫発生情報」15では、小田川流域で 48 時間に

246mm の降水が観測されており、前述の計画規模（100 年に１度の規模の降雨による洪水）を上回

る洪水が発生していたと考えられる。またその後、堤防の決壊が確認されている。 

小田川は、１級水系高梁川の支川である。高梁川との合流点付近である小田川下流域は、高梁川の

高い水位の影響を受ける区間（支川背水区間16）周辺に位置しており、今回甚大な浸水被害が生じた

真備町も含まれる。この課題は行政によって既に認識されており、今後、合流点をより下流に移し、

洪水時の小田川の水位をより下げられるよう、小田川下流の合流点付替え事業が計画されていた17。 

また、この地域は、本川である高梁川と挟まれた地域で、標高が低い地域でもあることから、一度

溜まった水が排水されにくい。想定最大規模の降雨では、最大で１週間程度の浸水継続が想定されて

おり、現在（７月９日時点）においても浸水は収まっていない。 

  

                         
10 国土国通称中国地方整備局「岡山三川 洪水浸水想定区域図について」 
11 2日間で 225mmの降水を想定した場合の洪水。100年に 1度の規模。 
12 48時間で 888mmの降水を想定した場合の洪水。想定しうる最大規模。 
13 国土交通省中国地方整備局「決壊した岡山県管理河川高馬川と堤防が連続する国管理河川 小田川左岸 3k400付近

における堤防の決壊について【第１報修正】」 
14 国土交通省中国地方整備局「【災害情報】国管理河川 高梁川水系小田川左岸 6k400付近における堤防の決壊につい

て【第１報】」 
15 国土交通省中国整備局岡山河川事務所、気象庁岡山地方気象台共同発表「指定河川洪水予報小田川洪水予報」（7月

7日 00時 30分） 
16 本川が洪水の場合，支川と本川の合流点に水門など逆流を防止する施設がないところで，本川の洪水が支川に影響

する（背水、バックウォーターと呼ばれる。）ことがある。この影響の範囲を支川背水区間という。このようなケース

では，支川の堤防は本川の堤防並みに十分安全な構造とする必要がある。（近畿地方整備局「河川用語解説集」より一

部弊社追記） 
17 中国地方整備局 岡山河川事務所「小田川合流点付替え事業の概要（平成３０年３月２２日）」 
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■写真２ 倉敷市真備町における大規模な浸水 

 

出典：時事通信 

 

■図３ 小田川洪水浸水想定区域図（計画規模） 

 

出典：国土交通省資料より弊社にて一部加筆 

（赤×：破堤点、青矢印：写真２の方向） 
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(２) 土砂災害 

 広島県内各地では、土砂災害に見舞われた。土砂によって泥流と岩で埋め尽くされた広島市安佐北

区は 2014 年の「平成 26 年 8 月豪雨」時にも、大規模な土砂災害に見舞われており、豪雨に対して脆

弱な地域であることがわかる。1999 年の広島土砂災害を受け制定された土砂災害防止法により、土砂

災害警戒区域の指定が始まった。同法は 2014 年の広島土砂災害により改正され、都道府県による土

砂災害警戒区域の指定はさらに進んでいるものの、今回再び土砂災害の被害に見舞われた形である。

広島市の土砂災害警戒区域図を図 4 に示す。山裾まで広がる住宅地まで警戒区域が及んでいる様子が

わかる。 

 

 

 

■図４ 広島県広島市安佐北区周辺の土砂災害警戒区域・特別警戒区域マップ 

 

出典：広島県「土砂災害ポータルひろしま」 

（図中の黄色の部分が土砂災害警戒区域、赤色部分が土砂災害特別警戒区域を示す。） 
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４. 水害への備え 

(１) 水害リスクの確認 

 まずは、立地が浸水するエリアに該当しているかどうかの把握を行いたい。2015 年の水防法改正に

伴い、新しい浸水想定区域図が次々と発表されている18。昨年、国が管理している一級水系 109 水系

の浸水想定区域図は出そろい、現在は都道府県管理河川のものが順次公表されている。国土交通省の

ポータルサイト19にて簡単に確認することができるため、まだ確認したことのない場合は、是非アク

セスされたい。 

 

(２) 「洪水警報の危険度分布」情報の活用 

 昨年 7 月より運用が開始された「洪水警報の危険度分布」情報は、3 時間先までの雨量予測を用い

て、対象の河川が洪水警報や洪水警報の一段階上の基準に到達すると予想されるかどうかについて、

図示したものである。図５に、7 月 6 日 23 時 30 分時点における洪水警報の危険度分布を示す。沼田

川のように既に氾濫が発生している河川が示されているほか、前述の小田川（図中央部）も、「氾濫

危険情報」となっていることがわかる。これらの情報も活用し、早めの避難等の対策を実施されたい。

より具体的な活用のイメージは、既報20を参照されたい。 

 

■図５ 洪水警報の危険度分布（7月 6日 23時 30分時点） 

 

出典：気象庁資料に弊社追記 

 

 

                         
18 東京海上日動リスクコンサルティング：リスクマネジメント最前線「浸水想定区域図から学ぶ～水防法の考え方と

企業における活用方法～」，2016/7/8，URL:http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201607081.pdf 
19 国土交通省ハザードマップポータルサイト http://disaportal.gsi.go.jp/   
20 東京海上日動リスクコンサルティング：リスクマネジメント最前線「2017年 7月九州北部で発生した豪雨被害につ

いて」，2017/7/12，URL:http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201707121.pdf 

http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201607081.pdf
http://disaportal.gsi.go.jp/
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201707121.pdf


 10 

 

 

  

東京海上日動リスクコンサルティング株式会社 

2018 l No.9 リスクマネジメント最前線 

Copyright © 2018 

(３) 風水災チェックシート 

台風や洪水への備えとして、①平時の対策、②台風・大雨襲来時、そして③台風・大雨襲来後の三

段階に分け、必要な備えや対応について、風水災チェックシートとしてまとめたものを巻末に示す。

まず、このチェックシートに沿うことで、最低限の水害対策を進められたい。また、自社固有状況に

照らし合わせた対策（地盤の状況、設備什器等の設置状況、サプライチェーン先の対策）も引き続き

検討されたい。 

 

５. おわりに 

 7 月 9 日時点で大雨警報は一部の地域で継続して発表されており、災害は収束していない。また、

警報が解除されていても、今回の記録的な豪雨により、土壌には大量の水分が含まれているため、土

砂災害には引き続き警戒されたい。 

これまで企業の自然災害リスクマネジメントは、地震や津波への備えを中心として進められてきて

おり、水害に対する備えは十分ではないのが現状である。しかし、水害による被害は、発生頻度が高

く毎年の様に発生していることに加え、気候変動の影響もあり将来の水害リスクはさらに高まること

が予想されており、今後は一層の対策強化が求められる。今一度、リスクマネジメントの一環として、

水害への備えを万全とされたい。本誌『リスクマネジメント最前線』では、水害への備えについてこ

れまで様々な具体的対策方法を報告してきた。近年報告されたものについて、表 5 にまとめたので、

是非参考にされたい。 

 

 

■表５ 水害に関するリスクマネジメント最前線バックナンバー 

No タイトル 概要 

2017-No.14 

「カスリーン台風による洪水

から 70 年を経て」 

カスリーン台風から 70 年目の節目として、改めてその災害を振り

返り、日本における現状の堤防整備状況から、このような災害がど

こでも起こりうること、そして企業が行うべき水害リスクマネジメ

ントについて報告。 

2017-No.13 
「2017 年 7 月九州北部で発生

した豪雨被害について」 

平成 29 年 7 月九州北部豪雨について、その被害の特徴と原因につ

いて報告。また、気象庁より新たに発表された「大雨・洪水警報の

危険度分布」について報告。 

2016-No.14 

浸水想定区域図から学ぶ～水

防法の考え方と企業における

活用方法～ 

水防法の改正及び浸水想定区域図の概要・特徴をまとめ、この新た

な浸水想定区域図に対して企業が考えるべきポイントについて報

告。 

2016-No.4 
自動車による洪水・津波からの

避難 

洪水や津波等の水害からの避難時に自動車を利用する際の注意点、

避難計画策定のポイントについて報告。 

2015-No.17 
台風 18 号・17 号に伴う大雨

による被害から学ぶ 

平成 27 年 9 月関東・東北豪雨を事例に、企業における水害対策に

ついて報告。 

2013-No.38 
平成25年台風第18号の特徴と

被害事例 

平成25年台風第18号における京都府北部の由良川の氾濫状況詳細

および特別警報の自治体における活用状況について報告。 

http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201708212.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201708212.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201707121.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201707121.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201607081.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201607081.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201607081.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201602101.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201602101.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201509171.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201509171.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201309271.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201309271.pdf
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2013-No.34 
都市における水害リスクの増

加と水防法改正 

2013 年 8 月 30 日に運用が開始された「特別警報」と特別警報が発

表された場合に取るべき行動、また、改正水防法（2013 年 7 月 11

日施行）において策定が求められる「避難確保計画」や「浸水防止

計画」の実行性を高めるためのポイントについて報告。 

2013-No.26 
集中豪雨の増加傾向と水害へ

の対応 

降水量や大雨の頻度について将来の傾向を俯瞰し、今後の水害への

事前対策および発生時の行動のポイントについて報告。 

2012-No.9 
平成 24 年 7 月九州北部豪雨に

よる記録的豪雨と被害の特徴 

平成 24 年 7 月九州北部豪雨の事例を参考に、水害への平時、発災

直後から緊急時、被災後の復旧時の対策について報告。 

 

〔2018 年 7 月 9 日 発行〕 

http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201309061.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201309061.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201306171.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201306171.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201207202.pdf
http://www.tokiorisk.co.jp/risk_info/up_file/201207202.pdf
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】

担当者印 確認者印

チェック欄 メモ

【指揮担当】

【情報収集担当】

【対策実行担当】

過去罹災箇所の再発防止対策

外装材（外壁・屋根等）や看板の固定・補強金具増設

窓ガラスへの飛散防止フィルム貼付

気象情報

防災気象情報

河川水位情報・潮位情報

情報収集体制の確立

自治体の避難に関する情報

ハザードマップによる浸水想定の確認

ポイント

緊急時に混乱をきたさないよう、全体

指示をするリーダーとなる指揮担当、

情報収集担当、お客様誘導や災害

対策実行の担当者（チーム）等を

あらかじめ決定しておきましょう。

施設周辺の氾濫の可能性がある河

川や浸水想定の深さを事前把握をし

ましょう。

また、各自治体等の災害情報サイト

の確認やアプリのインストール、自動

配信メールへの登録をしましょう。

社内緊急連絡先
【社内緊急連絡先】

本社：

【社外緊急連絡先】

保険会社（代理店）：

建設業者：

メーカー：

項目 対応内容

役割分担の決定 緊急時の役割分担を決定する

緊急時の連絡先をあらかじめリスト作

成し、万一施設や設備什器に被害

が出た際、速やかに復旧対応できる

ようにします。

緊急時連絡先リスト作成

避難経路・避難所の確認 避難経路・避難所の確認と周知
あらかじめ避難経路・避難所を確認

し、従業員に周知しましょう。

日ごろから定期的に点検・管理し、

修繕が必要な場合は、平時のうちに

対応しておきましょう。

外装材や看板、過去の罹災箇所

等、雨風に弱いと思われる箇所は、

固定や補強金具の増設をしましょう。

社外緊急連絡先

（保険会社・建設業者・什器設備メーカー

等）

【自動配信メール登録アドレス】

登録サイト：

メールアドレス：

配信登録者：

操業停止/閉店タイミング

従業員の出勤可否決定タイミング

操業停止/閉店案内タイミング
気象警報などを基準に、あらかじめ従

業員の出勤や閉店の判断タイミング

の基準を決定しましょう。

【従業員出勤】

【お客様への閉店案内】

【閉店決定】

判断基準の決定

施設・設備の定期点検を実施する

施設の補強

防災資材の準備

緊急時に資材の不足であわてること

のないよう、平常時から防災資材を

準備しておきましょう。

緊急時にスムーズな対応ができるよ

う、平時に浸水を想定した避難訓練

を実施しましょう。

訓練の実施

非常用備蓄品の確保

　浸水想定による避難訓練の実施

平常時の対策　【実施時期目安：4月～5月】

【避難所】

施設・設備の定期点検・修繕

確認実施日

水害時に避難が遅れた場合や停電

に備えましょう。

※事業内容の特性に合わせて非常

用備蓄品を準備しましょう。

【1人１日当たりの目安】

水：1日2-3Ｌ

食料品：1日3食分

簡易トイレ：1日5-6回分

　　【施設名：風災・水災対策チェックシート

□土のう

□止水板

□防水シート

□バケツ

□ロープ

□ガムテープ

□排水ポンプ

□ヘルメット

□長靴

□雨合羽

□軍手

□懐中電灯

□パレット

□水 □食料品 □簡易トイレ □毛布

など
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担当者印 確認者印

対応開始目安 チェック欄

随時

気象情報確認

後

担当者印 確認者印

対応開始目安 チェック欄

予報発生から随時

避難勧告

避難勧告

避難指示

担当者印 確認者印

チェック欄

被災状況の社内報告

被害現場の記録

次の災害に備え、使用した防災資材

や備蓄品の補充をしましょう。
防災資材・備蓄品の補充

情報の伝達
状況を従業員（必要に応じて来訪者またはお客様）に

伝達

対応内容

浸水等が確認される場合、対策
大雨注意報

洪水注意報

施設内巡回

禁止事項の確認・徹底

被害状況の報告

施設及び周辺の清掃

設備の電源切断

各種防災情報をこまめに確認してくだ

さい。

指定避難場所へ避難しましょう。

項目

施設および周辺の点検

使用した防災資材・備蓄品の補充

その他浸水箇所・散乱物等

施設周辺排水升・排水溝

保険会社（代理店）への連絡

情報の収集 気象情報、河川水位、避難情報の確認

避難誘導・避難 従業員・来訪者またはお客様の誘導・避難

施設・設備什器の状況確認・記録

台風・大雨襲来後

台風や大雨の襲来時は、定期的に

施設内を巡回し、状況を確認記録

し、必要に応じて対策を講じてくださ

い。

確認実施日

浸水危険のある設備の電源を切断

浸水の危険が発生した場合や避難

時には、設備の電源を切断し、感電

等の危険を防ぎます。

ポイント

台風・大雨襲来時
項目

窓・扉等の開口部の閉鎖施設および周辺

予想ピーク時間

の

24時間前

台風・大雨襲来直前

屋上排水溝や雨どい等の排水設備の清掃

施設周囲の排水升・排水溝の清掃

施設外の単独看板・のぼり・ロードコーン等の撤収

項目

気象情報の確認

台風の予想進路や降雨量、風速等

の予報を確認し、早期対応に役立て

ます。

情報の収集

【電気器具の使用禁止区域】

【破損による立入禁止区域】

修理の依頼
施設や設備が被災した場合、業者

への修理依頼を行いましょう。
（施設や設備が被災した場合）業者への修理依頼

対応内容

被災有無を確認する

被災現場の撮影・記録

水濡れした場所での電気器具の使用禁止

破損箇所周辺への立入禁止

ポイント対応内容

排水が滞らないよう、排水溝等の清

掃をおこなってください。

また、屋外設置物の屋内収容や、開

口部から雨風が吹き込まないよう閉

鎖をしましょう。

屋内に収容できない設置物はロープ

で固定したり、ビニールシートで養生し

ましょう。

確認実施日

出勤・開店可否決定
【共通】従業員の出勤可否の決定

【店舗の場合】店舗開店可否の決定

気象情報をもとに、平常時に決定し

た基準に沿って開店可否を決定しま

しょう。

土嚢・止水板・防水シートの準備

確認実施日

メモ

メモ

メモポイント

浸水により汚泥が流れ込んでいる場

合は、衛生面にも注意して作業しま

しょう。

水濡れした場所での電気器具の使

用は、感電につながる場合がありま

す。また、危険な場合は破損箇所周

辺の立入を禁止するため、囲いや

テープを設置しましょう。

屋上排水溝・雨どい

施設及び周辺を点検し、被害の有

無を確認しましょう。

社内報告・保険請求に備え、被災

現場を撮影・記録しましょう。

床置きの重要設備や備品の底上げ

（パレット使用等）
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〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-5-1 大手町ファーストスクエア ウエストタワー23階   

Tel. 03-5288-6234  Fax. 03-5288-6645 

http://www.tokiorisk.co.jp/ 


